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下水熱は都市内に存在する未利用エネルギーの１つで，冷暖房や給湯等の熱源として，省エネ効果が期待され

ている．現在，下水熱利用に関連した法整備や熱回収装置等の技術開発が進められているが，都市規模での省エ

ネ効果を示した事例は少ない．本研究では，都市圏レベルの下水ネットワークを対象に，最適な下水熱利用方策

を検討した．具体的には，都市全体における電力消費量の最小化を目的に，複数の熱回収施設の配置を上位問

題，季節変動・時間変動を加味した熱回収量の動的最適制御を下位問題，とするモデルを構築した．下位問題で

は，計算量や情報収集の難しさを考慮し，ローカル情報のみを用いた分散協調制御をポテンシャルゲームに基づ

いて定式化した．このモデルを，仮想の下水網および福岡市の下水網に適用し，提案手法の有効性を検証した．
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1. 研究の背景と目的

　

昨今，世界的に地球温暖化の危険性が指摘されてお

り，省エネルギーの必要性が叫ばれるようになってい

る．これを実現するうえで，空調や給湯の果たす役割

は大きい．具体的には，2011年度の最終エネルギー消
費のうち，家庭部門が全体の約 14%，業務部門が全体
の約 20%を占めているが，家庭部門においては最終エ
ネルギー消費量の約 57%，業務部門においてはその約
43%が，空調や給湯に使用されている1)．空調や給湯に

おいては，電気エネルギーを使用して熱エネルギーを低

ポテンシャルから高ポテンシャルへと移動させる，ヒー

トポンプを使用する場合が多い．

このヒートポンプの熱源として，一般的に利用され

る空気の代わりに，着目されてきたのが「下水」であ

る．理由は二つある．一つは，下水の持つ未利用熱の

豊富さであり，全国の下水に眠る熱は約 1,500万世帯の
年間冷暖房量に匹敵する2)．もう一つは，下水熱の効率

性である．河合ら (2013)3) によれば，下水温は気温に

比べて年変動が少なく，夏に涼しくて冬に暖かい，と

いう特性を持つ（図-1）．例えば，2月に暖房を 20[℃]
に設定した場合，平均外気温は約 5[℃]であるため，従
来ならヒートポンプ内の熱媒体を約 15[℃]以上，温め
る必要がある．この代わりに，平均温度が約 18[℃]で

図–1 下水温と気温の年変動（河合ら (2013) 3) より作成）

ある下水を熱源とすれば，熱媒体を約 2[℃]以上，温め
れば十分である．このように，暖房の設定温度と熱源

の温度の差が小さい分，下水は外気より効率的な熱源

となるのである．下水温が気温より低くなる夏におい

ても，同じようなことが言える．

以上で説明したように，下水は熱源として大きなポ

テンシャルを持つ．しかし，2013年度の段階で，下水
処理施設外で下水熱を利用する事例は全国で 12件にと
どまる2)． 中尾 (2011)4) は理由として，2011年 10月
の段階で合計 110地点（計画中含む）の下水熱利用実
績のあるドイツやスイスに比べ，小型の採熱設備を使

用して下水管路から熱を回収する事例が日本では少な
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図–2 各世帯に導入するシステム

いこと，を指摘している．この状況を鑑みて，日本に

おいても，民間事業者が下水を活用できるような法整

備5) や，小型の採熱設備の研究4) が進み始めている．

これに対し，実際に多数の事業者が下水熱を活用す

ることとなった場合の，下水網の制御に関する研究は

多くない．これは，小型の発電施設を多数の事業者が

運用することを考慮した電力網「スマートグリッド」の

研究が進んでいることと，非常に対照的である．下水

網に関する既往研究としては，ある都市全体における

賦存熱量の概算を行った三好ら (1990)6) の研究，地区

の精度をメッシュ単位へと改善した一ノ瀬ら (1996)7)

の研究，時刻の精度を一時間単位へと改善した池上ら

(2005)8)の研究，などが挙げられる．しかし，これらの

研究は運営者が情報を一括的に把握して計算すること

を前提としており，計算量が増大するおそれや，十分

な情報収集を実現できないおそれがある．一方，電力

網に関する既往研究としては，運営者が情報を一括的

に把握して計算する方式ではなく，電力網を構成する

各主体に共通のルールを課して分散的に計算する「分

散協調制御」を用いた研究が存在し，注目を集めてい

る9) 10)．

そこで本研究では，この「分散協調制御」を下水網に

も適用し，都市圏レベルの下水ネットワークを対象に，

最適な下水熱利用方策を検討した．具体的には，都市

全体における電力消費量の最小化を目的に，複数の熱

回収施設の配置を上位問題，季節変動・時間変動を加

味した熱回収量の動的最適制御を下位問題，とするモ

デルを構築した．なお下位問題は，ポテンシャルゲー

ムに基づいた分散協調制御として定式化している．こ

のモデルを，仮想の下水網および福岡市の下水網に適

用し，提案手法の有効性を検証した．

2. 下水熱利用モデルの構築

(1) 各世帯が導入するシステム

時刻を i，世帯を j ∈ H :=
{
1, 2, ..., n

}
とする．世帯 j

は，空気ヒートポンプ，下水ヒートポンプ，および蓄熱

器，という 3つの熱源を持つ．下水ヒートポンプと蓄熱
器が主体的に熱供給量 ui, j

w [kJ/s]および ui, j
s [kJ/s]を決定

し，不足した分を空気ヒートポンプの熱供給量 ui, j
a [kJ/s]

で補うことで，熱需要量 Di, j[kJ/s]と全体の熱供給量を
一致させる．このように，あくまで下水を一つの熱源と

して位置づけることで，多数の世帯に下水熱を利用す

る機会を提供することができる．また，熱源として蓄熱

器を導入することで，熱需要量の時刻変動を吸収する

ことが期待される．なお，下水ヒートポンプは世帯内の

消費電力の最小化（＝利得関数U i, j
w の最大化）を，蓄熱

器はそれに自身の蓄熱量の最大化を加えたもの（＝利

得関数U i, j
s の最大化）を，それぞれ目的とする（図-2）．

(2) システム間の情報共有

世帯 jの下水ヒートポンプは，一つ上流の世帯群 jb
から流れ込む水温 T̂ i, j,k

w [K]，および一つ下流の世帯 j f

へ流れ出す水温の下限値 Ť i, j,k
w [K]を用い，自身の熱供

給量 ui, j,k
w を確率的に計算する．ここで kは，ある時刻 i

を「固定した際の」計算の反復回数である．世帯 jの下

水ヒートポンプは，全主体の計算結果が収束するまで，

反復回数 kを 1ずつ増やしながら計算を繰り返す．そ
して，計算結果が収束した際の熱供給量 ui, j,k′

w を k = 0
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図–3 システム間の情報共有

の下水流に適用し，それを時刻 iにおける熱供給量 ui, j
w

とする（図-3）．

このモデルの利点は，以下のとおりである．

• 局所的な計算ながら，多数の世帯の情報を意思決
定に反映できる

• 下流の意思決定を上流が考慮することで，熱利用
の（上流への）偏在を防止できる

• 下水流の持つタイムラグを考慮できる
T̂ i, j,k

w からは，ヒートポンプの成績係数 (COP)を計算
できる．これは，ヒートポンプにおいて，1[kJ/s]の電
力から何 [kJ/s]の熱を取り出せるか，を示す係数であ
る．この成績係数（COP）を求める回帰式が， Baster
and Counsell (2011)11) によって算出されている．室内

側の熱媒の入口温度（JIS-B-8621に則れば 40[℃]），お
よび室外側の熱源の温度 T̂ i, j,k

w を用い，回帰式は式 1の
ように表される．

COP = 6.70 ∗ exp
(−0.022 ∗ (40 − T̂ i, j,k

w )
)

(1)

Ť i, j,k
w からは，熱供給量の上限値を計算できる．まず

は，Ť i, j,k
w を計算する．時刻 i = 0，あるいは世帯 jが最下

流にある場合は，Ť i, j,k
w = 10とする．それ以外では，世

帯 j f において反復回数 k−1で算出された水温の下限値
Ť i, j f ,k−1

w [℃]，および熱利用前後の水温変化 ∆T i, j f ,k−1
w [℃]

を用い，Ť i, j,k
w を式 2のように表す．

Ť i, j,k
w = Ť i, j f ,k−1

w + ∆T i, j f ,k−1
w (2)

下水の比熱を Cw[kJ/(K*kg)]，下水の密度を ρw[kg/m3]，

一つ上流の世帯群 jbから流れ込む流量を Qi, j,k
w [m3]とす

ると，熱供給量の上限値 max(ui, j,k
w )[kJ/s]は，式 3のよ

うに表される．

max(ui, j,k
w ) = ∆ ∗Cw ∗ ρw ∗ Qi, j,0

w (3)

∆ = min
(
(T̂ i, j,k

w − Ť i, j,k
w ), (T̂ i, j,0

w − Ť i, j,0
w )

)
ここで，反復計算による計算結果は最終的に k = 0の下
水流に適用されるため，反復回数 k = 0および kの両パ

ターンにおいて，熱供給量が上限値を下回っている必

要があること，には留意されたい．

3. 下水熱利用モデルの解法

(1) 学習アルゴリズム”PIPIP”

章 2.では，自身の熱供給量を確率的に計算する，と
述べた．今回はその計算のため，和佐ら (2012)12)の開

発した学習アルゴリズム”PIPIP”を使用した．以下に，
その概要を説明する．

簡単のため，時刻を iで固定し，ui, j,k
w を u j,k

w として表

現する．世帯 jの下水ヒートポンプが，直近の反復計算

2回における行動 u j,k−2
w , u j,k−1

w と，それによる自身の利

得 U j,k−2
w , U j,k−1

w のみを記憶している，と仮定する．こ

の時，世帯 jのヒートポンプは，反復回数 kにおける戦

略集合 R j,k−1
w の中から，一定の探索度 ϵ(k) ∈ (0, 1)，お

よび選択行動の非合理性を表現するパラメータ κを用

いて，以下のように行動 u j,k
w を決定する．
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表–1 仮想ネットワークでの問題設定

世帯

j

熱需要量

D j[kJ/s]

気温

T j
a[℃]

世帯内での

発生水量

q j
w[m3/s]

世帯内での

発生水温

t j
w[℃]

1 100 0 0.0055 15
2 500 0 0.0025 15
3 1000 0 0.005 15

∆ := U j,k−2
w − U i, j,k−1

w ≤ 0の場合，

• 確率 ϵ(k)で，u j,k−1
w 以外の u j,k

w ∈ R j,k−1
w を選択

• 確率 1 − ϵ(k)で，u j,k−1
w を選択

∆ := U j,k−2
w − U j,k−1

w > 0の場合，

• 確率 ϵ(k)で，u j,k−2
w , u j,k−1

w 以外の u j,k
w ∈ R j,k−1

w を選択

• 確率 (
1 − ϵ(k)

)
κϵ(k)∆ で，u j,k−1

w を選択

• 確率 (
1 − ϵ(k)

)(
1 − κϵ(k)∆

)
で，u j,k−2

w を選択

ただし，パラメータ κは以下の条件を満たす．

κ ∈
(

1
C − 1

,
1
2

]
where C := max

k
max

u j
w

|R j
w| (4)

なお，世帯 jの蓄熱器も同様に行動 u j,k
s を決定する．

PIPIPは，戦略集合の制約を加味できる，過去の利得
のみを用いて戦略を決定できる，全体最適解に高確率

で収束する，という利点を有している．本研究で用い

た PIPIPには，Ť i, j,k
w > T̂ i, j,k

w の場合には熱供給量を 0に
する，熱供給量の上限値を超えた数値が選択された場

合は，それを熱供給量の上限値に置き換える，という

2つの処理を施している．

(2) ポテンシャルゲーム

章 2.では，システム全体での熱供給量が収束するま
で反復計算を繰り返す，とも述べた．今回は収束の判

断のため，システム全体での利得を評価するポテンシャ

ル関数 ϕを設定し，ポテンシャルゲームを構築した．以

下に，その概要を説明する．

簡単のため，時刻を i，反復回数を kで固定し，ui, j,k
w

を u j
wとして表現する．また，世帯 jの下水ヒートポン

プを除く全主体の行動を

u− j
w = (u1

w, ..., u
j−1
w , u

j+1
w , ..., un

w, u
1
s , ..., u

n
w)

とする．この時，ポテンシャル関数 ϕは式 5のように
表される．

ϕ(u j
w“, u− j

w ) − ϕ(u j
w‘, u− j

w ) = U j
w“ − U j

w‘ (5)

つまり，利得関数の差分がポテンシャル関数の差分と

同じになるように，ポテンシャル関数を設定している．

ポテンシャル関数 ϕは，自身が最大値を取ればナッ

シュ均衡が成立している，という性質を持つ．ただ，逆

は成立するとは限らない13)．

図–4 仮想ネットワークでの計算結果

4. 仮想の下水網でのシミュレーション

本章では，章 2.で構築した下水熱利用モデルを，仮
想的で単純なネットワークに適用する．また結果を，下

水熱を利用しない場合，および分散協調制御を導入し

ない場合，の両者と比較する．下水熱を利用しない場合

は，必要な熱を空気ヒートポンプのみで供給する．分

散協調制御を導入しない場合は，必要な熱を下水ヒー

トポンプおよび空気ヒートポンプで供給するが，上流

の世帯は下流の世帯から制約を受けずに，自身の利得

関数を最大化できる．なお，章 2.で構築した下水熱利
用モデルを利用する場合においても，蓄熱器は稼働し

ない．問題設定は，表-1に示すとおりとする．

シミュレーション結果を，表-2および図-4に示す．ま
ず着目すべきは，下水熱を利用しない場合に比べて下

水熱を利用する場合の方が，総消費電力を抑えること

ができる，という点である．これは，下水の方が空気

に比べて COPが高く，効率的に熱回収を行うことがで
きるためである．

それ以上に着目すべきは，協調制御を用いない場合

に比べ，協調制御を用いる場合の方が，世帯間の単位

熱需要あたりの消費電力を平滑化できる，という点で

ある．協調制御を用いない場合は，最上流の世帯 1が可
能な限り下水熱を回収し，熱需要量の大きい下流の世

帯は下水熱の恩恵を享受できなくなる．その結果，単

位熱需要あたりの消費電力に関して，世帯間に不均一
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表–2 仮想ネットワークでの計算結果

下水なし 下水あり（協調制御なし） 下水あり（協調制御あり）

世帯

j
消費電力

P j[kW]
水温

T j
w[℃]

消費電力

P j[kW]
水温

T j
w[℃]

消費電力

P j[kW]

1 36.0 15.0→ 10.7 25.9 15.0→ 14.8 34.5
2 179.9 12.0→ 10.0 174.1 14.9→ 13.1 177.8
3 359.8 11.9→ 10.0 351.1 13.9→ 10.1 337.9
計 575.7 551.1 550.2

が生じる．その一方で協調制御を用いる場合は，下流

の世帯が選択した下水からの熱供給量を，上流の世帯

が制約条件として加味するため，全ての世帯が自身の

熱需要量に見合った分だけ下水熱を回収している．そ

の結果，単位熱需要あたりの消費電力は，世帯間で平

滑化される．

世帯間の単位熱需要あたりの消費電力を平滑化でき

る，という点に着目する大きな理由は，多数の世帯が

下水熱利用の恩恵を受けると示すことにより，結果的

に下水熱の普及につながる，と考えているためである．

少なくとも，水温が場所によって一定であり，単位熱需

要あたりの水量が一定である，このような利用パター

ンにおいては，全ての世帯が等しく下水熱の恩恵を受

けられている，と言える．

なお，着目すべき点はもう一つある．協調制御を用

いる場合は最下流の世帯 3において，下水熱を回収で
きるだけ回収するという明示的な命令をしていないも

のの，結果的に下水熱をほぼ最大限に回収している，と

いう点である．具体的には，「水温は常に 10[℃]を下回
らない」という制約のもと，最下流の世帯 3が，水温
が 10.1[℃]となるまで下水熱を回収している．

5. 福岡市の下水網でのシミュレーション

本章では，章 2.で構築した下水熱利用モデルを，章
4.で取り上げたものよりも大規模で複雑な，福岡市の
中心部の実ネットワークに適用する．また結果を，下

水熱を利用しない場合と比較する．下水熱を利用しな

い場合は，必要な熱を空気ヒートポンプおよび蓄熱器

を用いて供給する．章 4.とは異なり蓄熱器を導入した
のは，より正確に下水熱を利用した場合の節電効果を

確認するためである．適用するネットワークの前提を，

下に示す．

• 計算周期：60分とする
• 蓄熱器：蓄熱容量は，各世帯において最大の熱需
要が 30分間続く場合に相当する熱量とする．初期
状態での蓄熱率は，50%とする．蓄熱量の減衰は，
60分間で 1割とする

図–5 福岡市での土地利用／下水流

• 時期：1月の晴天日（水温と気温の差が最も大きい
ため節電効果が出やすいため3)，また一日を通した

寒暖差が大きく気温変動に対する挙動を観察しや

すいため）

図-5には，対象範囲の地図を載せた．矢印が下水の
流れを，丸が熱を回収する施設を示し，施設は色分け

された地区内に熱を供給する．このようなマクロレベ

ルのシミュレーションを行う理由は，様々な土地利用

を含む広域的なネットワークにおいて，分散協調制御

の挙動を観察するためである．

橙系統で示される地区は，主に住宅が立ち並ぶ．よ

り都心に近い 5番の地区の方が，商業施設や業務施設
を多く含む．緑系統で示される地区は，主に住宅およ

び倉庫が立ち並ぶ．こちらも同じく，より都心に近い 7
番の地区が，他より商業施設や業務施設を多く含む．

赤系統で示される地区は，主に商業施設，宿泊施設，

および業務施設が立ち並ぶ．この中でも，1番で示した
博多地区，および 6番で示した天神地区が，福岡を代
表する都心である．博多地区には，宿泊施設および業

務施設が，天神地区には，商業施設および業務施設が，

5



図–6 福岡市での下水／蓄熱器の導入効果

それぞれ集積する．また，2番で示した地区には歓楽街
である中洲が含まれ，他と比べて昼夜の熱需要量が平

滑化されている．

シミュレーション結果を，図-6に示す．上のグラフ
より，下水熱の利用が，広域的なシミュレーションにお

いても総消費電力の抑制につながる，ということが分

かる．また下のグラフより，蓄熱器の併用が，熱需要

の時間変動に対して総消費電力を平滑化できることに

つながる，ということが分かる．

6. おわりに

本研究では，多数の世帯が下水熱を利用する未来を

想定し，そのネットワーク制御に分散協調制御を適用し

た場合の挙動を観察することを試みた．章 2.では，下
水熱を利用する際の，各世帯が導入するシステム，お

よびシステム間での情報共有，に関してモデル化を行っ

た．そして，学習アルゴリズム”PIPIP”，およびポテン
シャルゲームを基とした解法を提案した．そして，章 2.
で構築した下水熱利用モデルを，章 4.では仮想的で単
純なネットワークに，章 5.では福岡市の実ネットワー
クに，それぞれ適用した．結果として，下水熱の利用

が消費電力の抑制に，分散協調制御の導入が世帯間の

消費電力の平滑化に，蓄熱器の導入が熱需要の時間変

動に対する総消費電力の平滑化に，それぞれ貢献する

ことが確認できた．
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